
地域農業の現状と実態に鑑みた提言 

愛知県 田原市 
 

１．持続可能な経営実現のための農業改革のあり方① 

 

 

 

 

 

○ 産地特性(地理、気象、土壌、風土等)に対応した農業基盤の整備と老朽化

の進んだ農業生産基盤の改良と維持が必要 

 

○ 専業農家への育成支援 

 

2．持続可能な経営実現のための農業改革のあり方② 

 

  

 

 

 

 

 

○ 重油等の化石燃料からの脱却を目指して、自然エネルギー(太陽光や風

力、バイオマス等)を有効活用を促進するための普及支援策が必要。 

 

○ CO2 の削減に向けて率先して取組む農業者が生産した農畜産物を有利

に販売できる仕組み作りが必要。 
(※エコ農産物⇒各地域で取組まれているが基準がまちまち、消費者も混乱) 

 

3．持続可能な経営実現のための農業改革のあり方③ 
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○  農業が産業として持続的に発展していくためには、農業所得の増大を

目指していくことが重要。(「儲かる農業」の実現) 

 

○  農畜産物の安定価格維持施策が必要 

・多様な販売戦略による価格交渉力の強化 

・農・畜・水産物の新需要開拓と供給 

・輸出の促進  

 

4．持続可能な経営実現のための農業改革のあり方④ 

 

 

 

○ 各地域には、高い見識と、技術力を備えた篤農家と呼ばれる方々が存在す

る農業者(経営体)が存在する。これら農業者等の持つ生産の技術力や、

ノウハウを次世代に繋げる施策が必要 

○ 意欲的な農業者のアイデアや、やる気を育てるための支援策が必要 



 

「食と農林漁業の再生推進本部」 

意見交換会 参考資料 
        
 
 
 
 

 
 

   
 市の花「菜の花」 市の木「くすのき」 
 
 
 
 
 人 口…６６，３９０人 
 世帯数…２１，７６１世帯 
 （Ｈ１７国勢調査） 

 面積…１８８．８１ｋｍ２ 
 （国土地理院平成２１年２月１日公表） 

 広がり…東西３０ｋｍ 
     南北１０．１ｋｍ 

 
 
 

 

愛知県田原市 
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１．持続可能な経営実現のための農業改革のあり方① 
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○ 産地特性(地理、気象、土壌、風土等)に対応した農業基盤の整備と老朽化

の進んだ農業生産基盤の改良と維持が必要 

 

○ 専業農家への育成支援 
 

 

（参考1） 

◎豊川用水が生産性を向上させ園芸の担い手を生み出した。 
 

 昭和43年の豊川用水全面通水以前は水の苦労が絶えず、昭和20年代後

半から取り組んだ天水や地下水を水源とする小規模畑作かんがいによる

野菜栽培は制約が多く、麦類、サツマイモ、雑穀などの栽培が多かった。 

 

昭和４３年に豊川用水が全面通水した以降、施設園芸による高付加価値

農業が大幅に増加し、農業産出額が約８倍に急増。担い手である認定農業

者の増加率は全国と比較し３割高い。 

 

 豊川用水による畑作かんがいパイプラインが、ほぼすべての圃場に整備

されている。市内２か所の大型調整池に加え、随所にフアームポンドが設

置されてパイプラインの水圧はほぼ一定しており、育苗期間のかん水や定

植後のスプリンクラー散水を随時行うことができる。 
(※このような生産基盤があるからこそ、担い手農家経営向上と生産安定性が確保される) 

 

◎豊川用水受益地の農業産出額の状況 

全国１位 田原市（724億円） 

6位 豊橋市（473億円） 

 

◎全国１位の農業産出額を今後も維持・発展させてゆくためには、その基

盤である農地の整備や農業用施設の更新は必要不可欠。 
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2．持続可能な経営実現のための農業改革のあり方② 

 

 

 

 

 

○  重油等の化石燃料からの脱却を目指して、自然エネルギー(太陽光

や風力、バイオマス等)を有効活用を促進するための普及支援策が必

要。 

 

○ CO2 の削減に向けて率先して取組む農業者が生産した農畜産物を

有利に販売できる仕組み作りが必要。 
(※エコ農産物⇒各地域で取組まれているが基準がまちまち、消費者も混乱) 

 

 

（参考2） 
田原市での取組み事例 
◎田原市管内の農業は、施設園芸が盛んであるが、CO2を排出する化石燃料の

使用、白熱球による電力消費が大きな課題となっている。 

 

※そこで、太陽光発電とＬＥＤ電照、ヒートポンプなどの省電力機器の導入によ

る CO2削減を目指した低炭素施設園芸をモデルハウスで栽培実証することで、

地域生産者への環境問題意識を向上させるとともに、実証効果の公開とメリッ

トの明確化を図り、地域における低炭素活動の活性化を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【これを実現するために】 

◎「田原市低炭素施設園芸づくり協議会」を設置 
(協議会構成員) 

 農業者（認定農業者連絡会、経営士、青農士、４Ｈクラブ代表者）、ＪＡ愛知

みなみ、企業（イシグロ農芸、サイエンスクリエイト）、豊橋技術科学大学、

行政（市、県普及課） 



テーマ 

低炭素施設園芸への取組みと生産地域の活性化 

（施設園芸の盛んな地域から勧める低炭素活動） 
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 ＜低炭素型施設園芸モデルハウス設置と地域へ広める低炭素活動＞ 

 

＜現状＞ 
 ・化石燃料による暖房 

既存施設園芸 ・白熱球による電照（開花抑制） 
（電照菊） ・通常電力を使用 

・暖房設定温度が高い 

・

① 日本一の菊生産施設から排出されるＣＯ２を調査 

② 菊をターゲットとした低炭素施設園芸の構想と、ＣＯ２削

減量を予測 

 
 

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ  
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開花抑制用ＬＥＤ 
施設園芸用 

太陽光パネル 

地域の地球環境意識の向上と 

日本一の農業生産地域への低炭素施設園芸の周知 

複層化による断熱構造 

低温栽培技術と品種 

③ 実証栽培試験とデータ化 

④ 課題点のピックアップ 

⑤ 効果の明確化 

＜啓蒙活動を開始＞ 

⑥栽培セミナーを開催 

⑦現地見学会、展示会を開催 
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3．持続可能な経営実現のための農業改革のあり方③ 
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○  農業が産業として持続的に発展していくためには、農業所得の増大

を目指していくことが重要。(「儲かる農業」の実現) 

 

○  農畜産物の安定価格維持施策が必要 

 

・多様な販売戦略による価格交渉力の強化 

・農・畜・水産物の新需要開拓と供給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・輸出の促進  

Price 

現在 

販売価格の向上（Ｐ） 

売上の増加 

quantity 

販売量の増大(q) 

(P)×(q)

 

 

生 産 
コスト 

集出荷 
コスト 

コストの縮減

 

 
集出荷 
コスト

生 産 
コスト 




